
平 成 ２ ８ 年 度 八 千 代 町 水 道 事 業 会 計 予 算 

 

（総 則） 
第１条 平成２８年度八千代町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
（業務の予定量） 
第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(１) 給水戸数                          ５，８７５戸 
(２) 年間総給水量                    １，５４９，６０８㎥ 
(３) 一日平均給水量                       ４，２４６㎥ 
 
（収益的収入及び支出） 
第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 
 

収     入 
第 1 款  水道事業収益                   ４６７，８１８千円 
第１項  営業収益                    ４２７，１０５千円 

 第２項  営業外収益                    ４０，７１１千円 
第３項  特別利益                          ２千円 

支     出 
第１款  水道事業費用                   ３８８，２１２千円 
 第１項  営業費用                    ３５９，４２３千円 
 第２項  営業外費用                    １８，７８８千円 
第３項  特別損失                          １千円 

 第４項  予備費                      １０，０００千円 
 
 
 



（資本的収入及び支出） 
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額７５，４５７千円 
は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１，７８８千円、当年度分損益勘定留保資金７３，６６９千円で補てんする 
ものとする。） 

 
                支     出 

第１款  資本的支出                     ７５，４５７千円 
 第１項  建設改良費                    ２４，０７７千円 
 第２項  企業債償還金                   ５１，３８０千円 
 

（一時借入金） 
第５条 一時借入金の限度額は、１０，０００千円と定める。 
 
（予定支出の各項の経費の金額の流用） 
第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 
(１)  収益的支出における各項間の流用 
(２)  資本的支出における各項間の流用 
 
（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 
第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流 
用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

(１) 職員給与費                        ３２，１９２千円 
(２) 交際費                              １０千円 
 
（他会計からの補助金） 
第８条 営業助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額はなし。 
 
 
 



（たな卸資産購入限度額） 
第９条 たな卸資産の購入限度額は、２，３８２千円と定める。 
 

 

    平成２８年 ３月 ７日 提 出 
 

八千代町長  大久保  司 
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3.特別利益

1
1.過年度損益修正損 1

1

14,440

4.雑収益
2
11.過年度損益修正益

467,818
427,105

2.営業外収益
0

313
1.他会計補助金
2.受取利息及び配当金
3.長期前受金戻入 30,072

40,711

1.給水収益
2.受託給水工事収益

収益的収入及び支出

収 入
項

1.営業収益

目

3.その他の営業収益

405,607
1

平成２8年度八千代町水道事業会計予算実施計画

（単位：千円）
款

1.予備費

119,289

10,000

1.水道事業費用
1.営業費用

4.予備費

2.営業外費用

3.特別損失

388,212

3.配水費

1.原水費

4,218

3.消費税及び地方消費税

1.支払い利息及び企業債取扱諸費
2.雑支出

2,338

43,741

18,788

130

支 出
款 項 目

2.浄水費

4.受託給水工事費

2.その他特別利益

1.水道事業収益

予 定 額

- 1 -

6.減価償却費

10,000

7.資産減耗費

10,326

1

88,110

21,497

359,423

備 考予 定 額

（単位：千円）

5.総係費 67,379

備 考

38,565



資本的収入及び支出

- 2 -

1.企業債償還金

2.資産購入費

目

1.施設費

（単位：千円）

予 定 額

1,185

24,077
22,890

備 考
75,457

51,380
51,380

2

項

2.企業債償還金
3.事務費

支 出
款

1.建設改良費
1.資本的支出



　 　 　

１．総　　括

32,232

△ 40

0

△ 40

0

32,192

0

32,192

32,232

0

5,211

0

比 較

5,044

0

5,044

5,211

△ 167

損 益 勘 定 支 弁 職 員

11,382

区 分

△ 167

0

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

住居手当期末手当

手 当 の 内 訳

扶養手当 通勤手当

一 般 職

資 本 勘 定 支 弁 職 員

区 分

本

年

度

前

年

度

比

較

合 計

損 益 勘 定 支 弁 職 員

（単位：千円）

合 計
給 与 費

法定福利費

（単位：千円）

0

3,973

- 3 -

56

2,868

本 年 度

0

27

前 年 度 237

3,968

900

52 0△ 5

00

0

149 2,355

900

特殊勤務
手 当

時 間 外
勤務手当

2400176

0

0

00

勤勉手当

2,411

給与費明細書

3

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

0

管 理 職
手 当

2,883

　

15

宿 日 直
手 当

0 00 0

952

職 員 退 職
手 当 組 合
負 担 金

900

手　　当特 別 職

0

報　　酬

0

職 員 数 （ 人 ）

0 0

△ 21

計

27,148

27,148

0

27,021

0

11,530

00

4

0

27,0214 0

00

127

0

148

0

127

11,530

11,382

0

148

賃　　金

0

0

0

0

0

給　　料

0

15,618

15,639

0

15,639

15,618

0

0

0

4

0

0

0

00

0

0

0

△ 21

0

0

0

4

0



２．給料及び手当の増減額の明細

３．給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

勤勉手当率引き上げ
1.5月⇒1.6月（当初比）

人事異動

人事異動

42.25

企 業 職 （ 二 ） （ 行 二 職 ）

324,325平 均 給 料 月 額

（ 歳 ）

（単位：千円）

△ 6

154

45 平均改定率0.4%（当初比）

319,810

平 均 年 齢

363,092

43.00

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

備　　　　　考増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　　　　　　　　　　　明区 分

△ 21

増 減 額

昇 給 に 伴 う 増 加 分

374,975

そ の 他 の 増 減 分

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

給 料

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

222

平 均 年 齢

△ 288

企 業 職 （ 一 ） （ 行 一 職 ）

（ 歳 ）

そ の 他 の 増 減 分

区 分

平 成 ２ ８ 年 1 月 １ 日 現 在

平 成 ２ ７ 年 1 月 １ 日 現 在

（ 円 ）

手　　　　　　　　当  148

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

- 4 -

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）



（２）初任給

（３）級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

主　事　補
技　師　補
主　　 　事
技　　 　師

- 5 -

主　　幹
係　　長
主　　査

主　　　査

課長補佐

課長補佐
参　　　事
課　　　長

課　　　長
 ６級のうち、町
 長が特に必要
 と認める場合

企業職 主　　任

区　　　分 １　　　級 ２　　　級 ３　　　級 ４　　　級 ５　　　級 ６　　　級 ７　　級

50.0

計

25.0３ 級

計

（ 単 位 ： 円 ）

1

級

　174,200

平 成 ２ ７ 年 1 月 １ 日 現 在

２ 級

５ 級 2

１ 級 25.0

６ 級

計

25.0

1

（人） 構 成 比 構 成 比

２ 級

（人）職 員 数
企 業 職 （ 二 ） （ 行 二 職 ）

１ 級

３ 級

（％）

25.0

100.0

２ 級

（％）

７ 級

1

４ 級
３ 級

計4

139,500

　

一 般 会 計 の 制 度

行　　一　　職 行　　二　　職

高 校 卒

企業職（一）　　(行一職）

139,500

　

142,100

1

１ 級

1

３ 級

25.01

１ 級

企業職（二）　　（行二職）

４ 級
５ 級

区 分

大 学 卒 174,200 　

６ 級

4
７ 級

100.0

25.0
２ 級

職 員 数
区 分

平 成 ２ ８ 年 1 月 １ 日 現 在

企 業 職 （ 一 ） （ 行 一 職 ）
級

142,100



（４）昇給

職員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ａ）人
昇給に係る職員数　　　　　　　　　　　　　　（Ｂ）人

比率（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
職員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ａ）人
昇給に係る職員数　　　　　　　　　　　　　　　（Ｂ）人

比率（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

（５）特殊勤務手当

全　　　　職　　　　種

５号給　　（人）
６号給　　（人）
７号給　　（人）

0.00

0.00

0

３号給　　（人） 1

0.00

0支給対象職員1人当たりの平均支給月額（円）

　　　 給  料  総  額  に  対  す  る  比  率  （％）
　　　　　(平　成　2８　年　1　月　1　日　現　在)

　　　 支　給　対　象　職　員　の　比　較　（％）
　　　　 （平　成　2８　年　1　月　1　日　現　在）

　　 　代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

0.00

- 6 -

２号給　　（人）

4

前年度
2 2号給数別内訳

１号給　　（人）

号給数別内訳
３号給　　（人）
２号給　　（人）

本年度

4
１号給　　（人）

７号給　　（人）

区　　　　　　　　　　　　　　　分

1 1
1

企業職（一）　（行一職） 企業職（二）　（行二職）

4

1
1 1

4 4

2

100.0 100.0

2４号給　　（人）

４号給　　（人）

4

５号給　　（人）
６号給　　（人）

1

な　　　　　　　　　　　し

100.0 100.0

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企業職（一）　（行一職）合　　　　　　　　　　　　　　計 企業職（二）　（行二職）

4
4



（６）期末・勤勉手当

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（８）その他の手当

定年前早期退職
特　例　措　置
（2%～20%加算）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

支給率計
（月分）

有

有

有

同 じ

- 7 -

49.59 49.59
定年前早期退職
特　例　措　置
（3%～45%加算）

備　　　　　　　　　　　　　　考

最高限度（月分）25年勤続の者（月分） その他の加算措置等

4.200

支　給　期　別　支　給　率

34.5825

支　　給　　率　　等

20年勤続の者（月分） 35年勤続の者（月分）

25.55625

区　　　　　　　　　分 備　　　　　　考

一般会計の制度
（支給率等）

25.55625

34.5825 49.59 49.59

１２月（月分）６月（月分）

区 分

4.100

4.200

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

2.175

同 じ

同 じ

扶 養 手 当

通 勤 手 当

住 居 手 当

区　　　　　　　　　分

一般会計の制度

2.025

1.975 2.125

2.175

前　  　年　  　度

本　  　年　  　度

2.025



　 　 　

金　　　　額 営業収益

当該年度以降の支払義務発生予定額

期　　　　間

事　　　　項

28,650

期　　　　間 金　　　　額

28,650

前年度末までの支払義務発生(見込)額

―

- 8 -

限　度　額

債務負担行為に関する調書

（単位：千円）

左の財源内訳

15,11015,110

平成28年度から
平成29年度まで

28,650―

電算業務委託 25,258
平成26年度から
平成2７年度まで

10,148
平成2８年度から
平成30年度まで

検針等業務委託



1
⑴
⑵
⑶
　

2
⑴
⑵
⑶
⑷
⑸
⑹
⑺

3
⑴
⑵
⑶
⑷

4
⑴　
⑵

5

- 9 -

平成２７年度八千代町水道事業予定損益計算書
　　　　　　　　　　　　　（平成２７年　４月　１日から平成２８年　３月３１日まで） （単位：円）

営 業 収 益
給 水 収 益 374,138,000
受 託 給 水 工 事 収 益 1,000
そ の 他 の 営 業 収 益 21,401,000 395,540,000

営 業 費 用
原 水 及 び 浄 水 費 121,498,000
配 水 費 29,584,000
受 託 給 水 工 事 費 0
総 係 費 63,836,000
減 価 償 却 費 124,293,000
資 産 減 耗 費 1,344,000
そ の 他 営 業 費 用 0 340,555,000

営 業 収 益 54,985,000

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 313,000
他 会 計 補 助 金 0
長 期 前 受 金 戻 入 31,117,000
雑 収 益 12,783,000 44,213,000

営 業 外 費 用
支払利息及び企業債取扱 5,098,000
雑 支 出 122,000 5,220,000 38,993,000

経 常 利 益 93,978,000

特 別 損 失
過 年 度 損 益 修 正 損 323,000 323,000 323,000

その他の未処分利益剰余金変動額

当 年 度 純 利 益 93,655,000

2,276,000

当年度未処分利益剰余金 95,931,000

前年度繰越利益剰余金 0



1
⑴
イ
ロ
　
ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

⑵
イ　
ロ

2
⑴　
⑵

⑶
⑷

資 産 合 計 2,769,487,194

流 動 資 産 合 計 1,029,704,765

貯 蔵 品 0
そ の 他 流 動 資 産 1,250,000

未 収 金 27,222,358
貸 倒 引 当 金 △ 1,551,137 25,671,221

流 動 資 産
現 金 預 金 1,002,783,544

固 定 資 産 合 計 1,739,782,429

無 形 固 定 資 産 合 計 470,994

電 話 加 入 権 161,600

無 形 固 定 資 産
借 地 権 309,394

有 形 固 定 資 産 合 計 1,739,311,435

建 設 仮 勘 定 0

車 輌 運 搬 具 3,334,758
減 価 償 却 累 計 額 △ 3,168,020 166,738

工 具 器 具 及 び 備 品 2,058,000
減 価 償 却 累 計 額 △ 617,892 1,440,108

機 械 及 び 装 置 820,028,491
減 価 償 却 累 計 額 △ 666,585,091 153,443,400

構 築 物 4,651,163,793
減 価 償 却 累 計 額 △ 3,363,329,762 1,287,834,031

建 物 180,809,000
減 価 償 却 累 計 額 △ 92,163,421 88,645,579

有 形 固 定 資 産
土 地 207,781,579

- 10 -

平成２７年度八千代町水道事業予定貸借対照表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２８年３月３１日） （単位：円）

【 資産の部 】
固 定 資 産
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負 債 合 計 614,940,604
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長期前受金収益化累計額 △ 1,259,203,054
繰 延 収 益 合 計 323,205,526

繰 延 収 益
長 期 前 受 金 1,582,408,580

そ の 他 流 動 負 債 1,248,056

流 動 負 債 合 計 86,960,517

引 当 金 合 計 2,445,000
前 受 金 0

法 定 福 利 費 引 当 金 370,000
修 繕 引 当 金 0

引 当 金
賞 与 引 当 金 2,075,000

企 業 債 合 計 51,373,620
未 払 金 31,893,841

企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 51,373,620
に 充 て る た め の 企 業 債

204,774,561

流 動 負 債

引 当 金 合 計 21,344,127

固 定 負 債 合 計

引 当 金
修 繕 引 当 金 21,344,127

建 設 改 良 費 等 の 財 源 183,430,434
に 充 て る た め の 企 業 債
企 業 債 合 計 183,430,434

固 定 負 債
企 業 債

【 負債の部 】
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資 本 合 計 2,154,546,590

負 債 ・ 資 本 の 部 2,769,487,194

剰 余 金 合 計 1,007,002,574

当年度未処分利益剰余金 95,931,000
利 益 剰 余 金 合 計 849,562,127

利 益 積 立 金 552,262,020
建 設 改 良 積 立 金 40,000,000

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金 161,369,107

そ の 他 資 本 剰 余 金 130,127,447
資 本 剰 余 金 合 計 157,440,447

県 補 助 金 4,166,000
工 事 負 担 金 0

資 本 剰 余 金
国 庫 補 助 金 23,147,000

1,147,544,016

資 本 金 合 計 1,147,544,016

剰 余 金

自 己 資 本 金
出 資 金 1,099,613,560
組 入 資 本 金 47,930,456
自 己 資 本 金 合 計

- 12 -

【 資本の部 】
資 本 金



1 業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益
減価償却費
固定資産除却費
引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金
法定福利費引当金
修繕引当金
貸倒引当金

長期前受金戻入額
支払利息及び企業債取扱諸費
受取利息及び受取配当金
未収金の増減額 (△は増加）
たな卸資産の増減額 (△は増加）
未払金の増減額 (△は減少）
小計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額
業務活動によるキャッシュ・フロー

2 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出
国庫補助金等による収入
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー

3 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）
資金期首残高
資金期末残高

180,557

△ 22,288
0

△ 51,380

1,002,784
1,109,673

△ 51,380

106,889

△ 313

0
△ 22,288

0

505
0

△ 513
184,462

313
△ 4,218

52
25
0

605
△ 30,072

4,218

- 13 -

平成２8年度八千代町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
　（平成２８年　４月　１日から平成２９年　３月３１日まで）

（単位：千円）

88,329
119,289

2,337
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平成２8年度八千代町水道事業予定貸借対照表
　　　　　　　　　　　　　（平成２9年３月３１日） （単位：円）

【 資産の部 】
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
土 地 207,781,579
建 物 180,809,000
減 価 償 却 累 計 額 △ 95,810,421 84,998,579
構 築 物 4,654,527,793
減 価 償 却 累 計 額 △ 3,465,069,762 1,189,458,031
機 械 及 び 装 置 834,515,491
減 価 償 却 累 計 額 △ 679,854,091 154,661,400
工 具 器 具 及 び 備 品 4,158,000
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,250,892 2,907,108
車 輌 運 搬 具 3,334,758
減 価 償 却 累 計 額 △ 3,168,020 166,738
建 設 仮 勘 定 0

有 形 固 定 資 産 合 計 1,639,973,435

無 形 固 定 資 産
借 地 権 309,394
電 話 加 入 権 161,600

無 形 固 定 資 産 合 計 470,994

固 定 資 産 合 計 1,640,444,429

流 動 資 産
現 金 預 金 1,109,672,544
未 収 金 26,717,358
貸 倒 引 当 金 △ 2,156,137 24,561,221
貯 蔵 品 0
そ の 他 流 動 資 産 1,250,000

流 動 資 産 合 計 1,135,483,765

資 産 合 計 2,775,928,194
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【 負債の部 】
固 定 負 債

企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 156,623,434
に 充 て る た め の 企 業 債
企 業 債 合 計 156,623,434
引 当 金
修 繕 引 当 金 21,344,127
引 当 金 合 計 21,344,127

固 定 負 債 合 計 177,967,561

流 動 負 債
企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 26,800,620
に 充 て る た め の 企 業 債
企 業 債 合 計 26,800,620
未 払 金 31,380,841
引 当 金
賞 与 引 当 金 2,127,000
法 定 福 利 費 引 当 金 395,000
修 繕 引 当 金 0
引 当 金 合 計 2,522,000
前 受 金 0
そ の 他 流 動 負 債 1,248,056

流 動 負 債 合 計 61,951,517

繰 延 収 益
長 期 前 受 金 1,582,408,580
長期前受金収益化累計額 △ 1,289,275,054
繰 延 収 益 合 計 293,133,526

負 債 合 計 533,052,604

- 15 -



6
⑴
イ
ロ

7
⑴
イ
ロ
ハ
ニ

⑵
イ
ロ　
ハ
ニ

- 16 -

【 資本の部 】
資 本 金

自 己 資 本 金
出 資 金 1,099,613,560
組 入 資 本 金 47,930,456
自 己 資 本 金 合 計 1,147,544,016

資 本 金 合 計 1,147,544,016

剰 余 金
資 本 剰 余 金
国 庫 補 助 金 23,147,000
県 補 助 金 4,166,000
工 事 負 担 金 0
そ の 他 資 本 剰 余 金 130,127,447
資 本 剰 余 金 合 計 157,440,447
利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金 161,369,107
利 益 積 立 金 552,262,020
建 設 改 良 積 立 金 40,000,000
当年度未処分利益剰余金 184,260,000
利 益 剰 余 金 合 計 937,891,127

2,775,928,194

剰 余 金 合 計 1,095,331,574

資 本 合 計 2,242,875,590

負 債 ・ 資 本 の 部
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平成 27 年度八千代町水道事業注記表 
（平成 27 年 4 月 1 日から平成 28 年 3 月 31 日まで） 

Ⅰ．重要な会計方針 
１ 固定資産の減価償却の方法 

(1)  有形固定資産 
・減価償却の方法  定額法による。 
・主な耐用年数 
建物         13～50 年 
構築物        10～60 年 
機械及び装置     8～20 年 
工具、器具及び備品  4～10 年 
車輌運搬具        5～ 6 年 

(2)  無形固定資産 
・減価償却の方法  定額法による。 

２ 引当金の計上方法 
(1)  退職給付引当金 

職員の退職手当に要する臨時的・追加的な費用は「退職手当の負担に関する覚書」に基づき、一般会計からその全部を負担

することになっているため、退職引当金は計上していない。 
(2) 賞与引当金       

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計

上している。 
(3)  法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負

担に属する額を計上している。 
(4)  貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 
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３ 消費税及び地方消費税の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
 
Ⅱ．リース契約により使用する固定資産 
１ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額（税抜き） 

１年内  3,780,000 円 
１年超  4,725,000 円 

計    8,505,000 円 
 

Ⅲ．その他の注記 
１ 新会計基準移行に係る経過措置 
(1) 修繕引当金に関する経過措置 

平成 26 年 3 月 31 日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。 
(2) リース資産に係る経過措置 

リース取引開始日が平成 26 年 3 月 31 日以前のリース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 
(3)  みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

平成 26 年 3 月 31 日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額につい

ては、適正な移行処理により合理的に整理している。 
 ２ 引当金の取崩し 

(1) 賞与引当金  
平成 27 年 6 月に、平成 26 年 12 月分から平成 27 年 3 月分の賞与及びそれらに係る法定福利費を支給することになるため、賞

与引当金 1,957,816 円、法定福利引当金 336,916 円を取り崩す。 
(2) 貸倒引当金 

    平成 27 年において不納欠損による損失 146,000 円を計上したため、貸倒引当金から同額を取り崩す。 
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平成 28 年度八千代町水道事業注記表 
（平成 28 年 4 月 1 日から平成 29 年 3 月 31 日まで） 

Ⅰ．重要な会計方針 
１ 固定資産の減価償却の方法 

(1)  有形固定資産 
・減価償却の方法  定額法による。 
・主な耐用年数 
建物         13～50 年 
構築物        10～60 年 
機械及び装置     8～20 年 
工具、器具及び備品  4～10 年 
車輌運搬具        5～ 6 年 

(2)  無形固定資産 
・減価償却の方法  定額法による。 

２ 引当金の計上方法 
(1)  退職給付引当金 

職員の退職手当に要する臨時的・追加的な費用は「退職手当の負担に関する覚書」に基づき、一般会計からその全部を負担

することになっているため、退職引当金は計上していない。 
(2) 賞与引当金       

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計

上している。 
(3)  法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負

担に属する額を計上している。 
(4)  貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 
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３ 消費税及び地方消費税の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
 
Ⅱ．リース契約により使用する固定資産 
１ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額（税抜き） 

１年内  3,780,000 円 
１年超    945,000 円 

計    4,725,000 円 
 

Ⅲ．その他の注記 
１ 新会計基準移行に係る経過措置 

(1) 修繕引当金に関する経過措置 
平成 26 年 3 月 31 日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。 

(2) リース資産に係る経過措置 
リース取引開始日が平成 26 年 3 月 31 日以前のリース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 
(3)  みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

平成 26 年 3 月 31 日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額につい

ては、適正な移行処理により合理的に整理している。 
２ 引当金の取崩し 

(1) 賞与引当金  
平成 28 年 6 月に、平成 27 年 12 月分から平成 28 年 3 月分の賞与及びそれらに係る法定福利費を支給することになるため、賞

与引当金 2,075,000 円、法定福利引当金 370,000 円を取り崩す。 
(2) 貸倒引当金 

    平成 28 年において不納欠損による損失 475,000 円を計上したため、貸倒引当金から同額を取り崩す。 
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工 事 収 益
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平成２８年度八千代町水道事業会計予算実施計画説明書

収益的収入及び支出

収 入

受 託 給 水

401,668



1. 1.

2.

国庫補助金相当額
国庫補助金相当額（除却分）

3. 1. 県費補助金相当額
県費補助金相当額（除却分）
町工事負担金

  量水器売却
県西用水電気料
漏水損害賠償金
公共下水道事業に伴う配水管布設替
　及び工事補償金
農業集落排水事業に伴う配水管布設替
　及び工事補償金
中央土地区画整理事業に伴う配水管布設替
　及び工事補償金
道路改良工事に伴う配水管布設替工事補償金
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手 数 料1.

1

20,000

1,000

本 年 度 前 年 度

10,326

1

2

予 定 額

21,497

44,242

21,412

予 定 額

0

- 22 -

3,531 

比 較
増

85

1

 

336

 

 2,463雑 収 益

2.営業外収益

4.

長 期 前 受 金
戻 入

過 年 度 損 益
修 正 益

受 取 利 息

他 会 計 補 助 金

及 び 配 当 金

そ の 他
特 別 利 益

8,910
φ13㎜　３５件

1.

そ の 他
雑 収 益

管理職人件費及び需用費負担金

10,326

1,000

5,670,000

116,000
4,300,000

2,424,000

3,240,000

313

1

5,000,000

100,000

20,000

12,162

425

預金受取利息

1,967,000

預 金 利 息

0

5,158,000
下水道事務負担金

上水道高料金対策による一般会計繰入金

23,669,000

そ の 他
特 別 利 益

1

5,000,000

過 年 度 損 益
修 正 益

139,000

30,072 30,07231,117 1,045



1.

3.
4.

6.

5.

7.

1. 備　　消　　品　　費 230
30,000

972,000
2,052,000

123,000

急速ろ過器1系2系電磁弁・3号原水仕切弁交換工事

6,480,000

400,000

21,000
3.

2.

動 力 費 11,120

修 繕 費

500

8,612

説 明

1,728,000

11,378

1,744,000

9,676

千円

急速ろ過器ろ材交換・修繕
検便手数料

200,000

薬 品 費

72,742 県西用水受水費

266,000

PH標準液・標準液用粉末
水質設備性能維持定期交換部品

483,000

2系ろ過器用インターロック管更新工事

2,693,000

- 23 -

2,388

ポリ塩化アルミニウム

委　　　託　　　料

手 数 料 504

着水井・沈澱池清掃消毒業務

4.
機械棟外壁及び内袖壁塗装工事

浄水水質検査手数料

63,000

1,492,000

540,000
443,000

11,315,000

電気・計装保守点検業務

浄水場故障・不具合緊急出動処置業務

修繕材料

20,000

浄水場電気料

款 ・ 項

 
 

87,713

391,967

43,741

本 年 度

88,110

予 定 額
千円

増予 定 額
千円

前 年 度

千円

比 較

 

減

46,129

千円

3,755

397

362,604
388,212
359,4231.営業費用

支 出

原      水      費1.

目

1.水道事業費用

2. 浄　　　水　　　費

区 分
円

4,858,000

浄水場・取水場等運転管理業務

1号取水井浚渫工事

水道施設台帳(電子化)加除修正業務

3,640,000
原水水質検査手数料

電気保安業務

水質計器保守点検業務 528,000

804,000

受 水 費

修 繕 費

金 額

取水場電気料
自家発電用軽油代

5.

手 数 料

蛍光灯その他

節

3,640

20
330

動　　　 力　　　 費

備 消 品 費

6.

材 料 費

13,099

遊離残留塩素測定用試薬

3,181

浄水設備保守業務(機械）

沈殿池フィルターレギュレーター交換工事
急速ろ過器ループシールタンク交換工事(No,3)

PACﾎﾟﾝﾌﾟ吐出配管部分清掃業務 281,000

次亜塩素酸ナトリウム 5,899,000

データロガプリンター印刷管理業務 64,000



3.

5.

6.

7.

配水管・給水管台帳管理システム委託

配水管等管理業務委託

8.

4,000,000
4,000,000

公共下水道事業に伴う配水管布設替工事
農業集落排水事業に伴う配水管布設替及び仮設工事

2,333,000

着水井・沈澱池・混和池、排水・排泥池

3,070

路 面 復 旧 費

270

金 額

委 託 料

120

水道賠償責任保険(Aﾀｲﾌﾟ)

緊急給水用備消耗品

3,536
賃 借 料

備 消 品 費

8,911

2,160,000配水ポンプ分解整備工事（No.4）

10,615

58,595

水道施設・収容品

材 料 費

動 力 費

291

19,1604.

700

取水施設・収容品

沈澱池上屋

修繕材料

5,000,000修 繕 費

1,000

8,113

保 険 料

管理棟・収容品

車庫・倉庫

135,000

農業集落排水事業に伴う配水管布設替工事

公共工事に伴う配水管布設替工事設計業務委託 1,000,000

配水管の地下使用に伴う賃借料

配水ポンプ電気料

9,225

水道賠償責任保険(Aﾀｲﾌﾟ)

4,000,000

1,691

機械室・流量計及び遮断弁室

配水管地下使用に伴う測量委託

605,000

100,000

3. 配 水 費

予 定 額

- 24 -

配水管工事に伴う復旧費配水管工事に伴う復旧費

本 年 度

増

比 較

減

前 年 度

予 定 額

35,029

目款 ・ 項

353,000

説 明
区 分

事務用消耗品

節

100,000

70,000

配水池清掃消毒業務（№2）

1.

2.

7,573

162,000
100,000

修理用器具工具

64,383

量水器取替業務

1,800,000

38,565

緊急遮断弁点検業務

配水管漏水及び制水弁等修繕工事

558,000
配水管・給水管データ更新業務

公共工事に伴う配水管布設替工事

公共下水道事業に伴う配水管布設替工事
　設計業務委託 1,000,000

1,000,000　設計業務委託



1.

4.

7.

8.

パソコン用品

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

自動車用オイル代

6. 395

コピー用紙

管理棟消耗品

事務用品

15,000

レーザープリンタトナー

通勤手当

コピートナー

現場管理用

24,000

9,000

38,880

工 事 請 負 費

追加費用

共済組合負担金繰入

４人分

新聞代

1

2,000

1,557,000

300,000

4,063,000

20,000

7,000

41,000

職員退職手当組合負担金

952,000

2,883,000

240,000

900,000

3.

旅 費

特定健診

500,000

43,000

50,400

備 消 品 費

共済組合事務費

14,000

賃 金

賞与繰入

公務災害補償基金負担金

9,703

共済組合負担金

期末手当

時間外勤務手当

勤勉手当

1,595

手 当 等

区 分

節

15,618給 料

1.

22,000

臨時職員賃金 1,595,000

67,379

比 較

増 減

前 年 度

予 定 額 予 定 額

1

本 年 度

総 係 費5.

受 託 給 水
工 事 費

款 ・ 項 目

4.

5.

共用物品

922

普通旅費

参考図書代

15,000

36,000

ﾌｧｲﾙ及びﾊﾞｲﾝﾀﾞｰ

児童手当

176,000

金 額

賞 与 引 当 金
繰 入 額

2,127

法 定 福 利 費

32

9.

臨時職員雇用保険料68,145

1

2.

170

4,671

766

- 25 -

被 服 費

説 明

23,000

2,695,000

扶養手当

管理職手当



10.

12.

73,000

手 数 料

45,000

54,000

口座振替不能通知書

公用車ガソリン代

53,000

195,000納入通知書兼領収書

使用水量のお知らせ（ロール紙）
150,000

封筒印刷

700,000

各種研修会出席負担金

1,288印 刷 製 本 費

4,860,000

郵便料

携帯電話料

水道事業普及啓発活動用消耗品

1,283

上下水道統合システム備消品

口座振替手数料

検針等業務

195

清掃用具

口座データ伝送システム保守点検

25,941

減

19.

11.

13,414,000

車検整備料

- 26 -

予 定 額
比 較

ガス代

自動車及び備品修繕

増

放送受信料

1

説 明

口座振替データ伝送用備消品

下水道使用料

52,000
263,000

15.

金 額

65,000

216,000

13,000

50,000

135,000

518,000

729,000

除草作業業務

前 年 度本 年 度
目

予 定 額

22,000

14.

電話料

コンビニ収納取扱手数料

38,000

光 熱 水 費

研 修 費

13.

17.

通 信 運 搬 費

食 糧 費

燃 料 費

修 繕 費 348

18.

委 託 料

駐車料

296

111

法定定期点検整備料

賃 借 料

口座データ伝送月間基本手数料16.

130,000

1,251

816,000

夜間警備業務
5,856,000

100,000

221,000

107

27,000

713,000
督促状

48,000

200,000

246,000

420,000

窓・床清掃業務

新地方公営企業会計制度改正に関する支援業務

有料道路通行料

日本水道協会研修会参加負担金

電算処理業務

電話回線使用料

蛍光灯
10,000

節

307,000

款 ・ 項
区 分

諸会議賄

15,000

540,000

中量ラック購入



20.

23.

1.

1.

2.

説 明

1

量水器及びその他

公 課 費

83

- 27 -

1.

そ の 他 雑 支 出

4,217

14,440

企 業 債 利 息

2.

4,954

た な 卸 資 産
減 耗 費

1,080

9

119,289

10

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

14,134

5,098

構築物

130

20,000

 

994

14,440

固 定 資 産
除 却 費

19,362

　　整備促進協議会負担金

2.

1.

20,000

17,000

119,289

目

1.

款 ・ 項

2,338

予 定 額
本 年 度

130

1,344

18,788

借 入 金
利 息

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

24.

2,337

124,243

予 定 額

貸倒引当金繰入

区 分

13,000

306

880

1.

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

100

不用品売却原価 30

7.

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

負 担 金

雑 支 出2.

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

3.

6.

 2. 営業外費用

支 払 い 利 息
及 び 企 業 債
取 扱 諸 費

金 額

4,218

22.

21.
日本水道協会茨城県支部負担金

その他の負担金

日本水道協会関東支部負担金

茨城県南西地域広域的水道

日本水道協会負担金

143

63,000
自賠責保険

建物

自動車損害共済分担金

自動車重量税 9,000

574

たな卸資産のき損滅失による除却費

比 較

機械及び装置
工具・器具及び備品

増
節

減

10,000

交 際 費

1

3,647,000

13,269,000
633,000

101,740,000

保 険 料

83,000

企業債支払い利息

前 年 度



1. 1.

2.
そ の 他
特 別 損 失

2.
そ の 他
特 別 損 失

0 0 0

 3. 特別損失

本 年 度

10,000

1.

予 定 額 予 定 額
節前 年 度

増 金 額区 分
比 較

1.
過 年 度 損 益
修 正 損

1 1

1 1

1
過 年 度 損 益
修 正 損

減

10,000

- 28 -

説 明

予 備 費 10,000

款 ・ 項

10,000

10,000

目

 4. 予  備  費

予 備 費



区画整理地内配水管布設工事

1.

φ13㎜
φ20㎜
φ25㎜
φ40㎜
φ50㎜
φ75㎜

3.

4.

1.

2.

1. 1.

- 29 -

主変圧器2次盤盤内機器更新工事

本 年 度 前 年 度 比 較

減予 定 額

節

千円 千円

30,458105,915
千円

　　布設工事設計委託料

千円

中央土地区画整理事業に伴う配水管

円

417,000

64,000

説 明

3,219,000

2,500,000
1,836,000

取水流量計更新工事（№2）

541,000

1,134,000

1.建設改良費

企 業 債 償 還 金

24,077

金 額区 分増予 定 額

2.企業債償還金

3. 2事 務 費
1

1

量 水 器 費2.

浄水場内防犯カメラ設置工事

緩速撹拌機減速機更新工事（2-2）

30,000

2,268,000

77個
量水器
　 ２２９個

2個
5個

143個

1,134

21,7562. 工 事 請 負 費

1,881

旅 費

1個

1,182
44,000

86,000

1

1個

1

28,577

51,380企 業 債 償 還 金28,577

1.資本的支出

79,95751,380

51,380 79,957

2

75,457

施 設 費

車 輌 費

委 託 料1.

56

賃 借 料

25,958

1,129

22,890

千円

用 地 費

1,937

1

備 品 費

24,827

1,185

目

資本的収入及び支出

支 出

款 ・ 項

1.

2. 資 産 購 入 費

4,826,000

真空ポンプ交換工事（№1.2）
5,260,000
1,458,000

389,000排泥ポンプ交換工事（№1）

配水ポンプ盤盤内機器更新工事（№1）
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